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判例①　札幌地判平成 6 ・ 7 ・18金融法務事情1446号45頁 
［損害賠償請求事件］
［事案の概要］
　Ｘ（原告）は，Ｙ（被告，銀行）との間で，平成 2 年 4 月 4 日，借入限度額30
万円の当座貸越契約（以下「本件当座貸越契約」という）を締結した。Ｘは，本
件当座貸越契約に基づき，Ｙから，逐次カードによって借入を受けていた。平







た。 2 月 7 日，Ｙは，本件預金口座に支払停止登録をした。 2 月10日，給与振




















































ていた。Ｘは，平成 3 年 6 月 3 日から平成 5 年 4 月19日までの間，Ｙに，普通
預金口座（以下「本件預金口座」という）を開設していた。平成 5 年 2 月から 3
月にかけて，本件預金口座に国民年金42万 2 千余円，労災保険金167万 3 千余













































































































































































































































































































































　本件口座には，平成18年 4 月 4 日以降平成19年12月14日の本件差押えまでの
間，平成18年10月17日に合計180万円が振り込まれた以外は，Ｙの年金以外の

















































































































































































































































































































































































1 項 2 号 3 号を類推適用するべきか否かが問題となる。判例①をとりあげると，
預金者の弁護士からの受任通知では，預金者は「任意整理であり支払不能であ
る」とあるので，支払不能→任意整理である→支払不能後の預金預入である→
































あっても心すべきものであろう。なお，新破産法（平成16年 6 月 2 日法75）では，
相殺禁止の範囲を見直し，相殺禁止の基準時を支払不能になった時としてい













権者一般に対して債務整理開始通知を送付した行為を破産法162条 1 項 1 号イ及び 3 項にいう
「支払の停止」に当たるとしている。
「破産法等の見直しに関する要綱」金融法務事情1686号66頁も参照。
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